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はじめに 

 

１ 策定の趣旨 

三重県では、平成２５年７月に産学官の連携により「みえＩＣＴを活用した産業活性化推

進協議会」を設立し、ＩＣＴに関する知見の共有や実証事業の実施、学生等を対象とするＩ

Ｔ人材の育成に取り組んできました。 

 この間、スマートフォン、ＳＮＳ、センサー、人工知能（ＡＩ）、ロボット、ウェアラブ

ル端末などのＩＣＴ関連技術が急速に進歩するとともに、ビッグデータを活用した取組への

関心が高まりました。また、国の成長戦略である「日本再興戦略２０１６」においては、今

後の生産性革命を主導する最大の鍵は、ＩｏＴ、ビッグデータ、人工知能、ロボット・セン

サーの技術的ブレークスルーを活用する「第４次産業革命」であるとし、ＧＤＰ600 兆円に

向けた「官民戦略プロジェクト１０」の１番目に第４次産業革命の実現が掲げられるなど、

ＩＣＴの活用が、これまで以上に重要な位置づけとなっています。さらに、第４次産業革命

をはじめとする将来の成長に資する分野における大胆な投資を官民連携して進め、成長戦略

と構造改革の加速化を図るための司令塔として「未来投資会議」も設置されました。 

 このような中、三重県産業の競争力をさらに強化するためには、サービス、ものづくり、

観光、農業、ヘルスケアなどの産業分野において、県内の中小企業等がよりいっそうＩＣＴ

を活用した事業活動の革新や生産性の向上に取り組む必要があります。また、少子高齢化、

人口減少が進みつつある中、社会的な課題の解釈にＩＣＴを活用していくことも求められて

います。このためＩＣＴの活用にあたり、県が取り組むべき方向と具体的な対策を、推進方

針として取りまとめることとしました。 
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２ 方針の位置づけと基本的な考え方 

（１）位置づけ 

 「みえ産業振興戦略」（平成２８年３月改訂）に掲げる、三重県が「豊かな地域資源とこ

れまで培ってきた人材や経験を通じて、世界の中での役割を果たすため、積極的に新たな挑

戦を続け、日本の他地域を牽引していく存在になる」という基本思想に基づき、ＩＣＴを活

用して施策を推進するための個別方針とします。 

 

（２）基本的な考え方 

〇「みえ産業振興戦略」における、サービス、ものづくり、観光、ヘルスケアなどの取組 

方向を戦略的かつ具体的に推進するものとします。 

〇ＩＣＴに関する人材育成、公共交通など、「みえ産業振興戦略」の推進に密接に関連す 

る取組の方向も示すものとします。 

〇急速に進展するＩＣＴ関連技術について、常に最新の情報を入手するとともに、その潮 

流に的確に対応するための見直しを適宜行うものとします。 

〇県内の中小企業・小規模企業の多くが、ＩＣＴに関する環境変化に対応していくことが

困難になっているという実態をふまえつつ、ＩＣＴ活用に資する現実的で効果的な対策

を講じることとします。 

〇少子高齢化や人口減少による労働力不足、ノウハウの承継や競争力強化など、従来の方 

法では解決が難しい課題の解決のためにＩＣＴの利活用を効果的に進めることとしま

す。 

〇ＩＣＴ活用の推進にあたっては、安全・安心な利活用の観点から、サイバーセキュリテ

ィ対策についても同時に検討を進めることとします。 

〇県民、事業者、研究・教育機関、行政などの多様な主体の参画による協創の視点で取り

組むものとします。 
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３ 対象期間 

 方針の対象期間は、平成２８（２０１６）年度から平成３１（２０１９）年度までの４年 

間とします。 

 

４ 推進体制 

 ＩＣＴによる産業活性化には、行政だけではなく、産業部門の積極的な取組や産学官の連

携・協働が必要なため、方針策定後に設置する産学官による評価推進組織を中心に産学官の

連携により、取組を進めていくこととします。 

 また、本方針に基づくＩＣＴによる産業活性化に関する取組については、県庁内の各課が

連携を密にしながら着実な推進を図ります。 

 

５ 評価・見直し 

 本方針に掲げた取組の進捗状況を把握し、適切な進行管理を行うため、毎年度、進捗状況

を評価するとともに、対象期間内であっても、必要に応じて取組の見直しを行うものとしま

す。 

ＩＴ、ＩＣＴ、ＩｏＴとは 

 ＩＴは、Information Technology の略で、情報技術と訳されますが、コンピュータの

ハードウェア、ソフトウェア、それらをインフラとした各種サービスなど、情報処理に関す

る技術を幅広く意味します。 

ＩＣＴは、Information and Communications Technology の略で、情報通信技術

と訳されます。ＩＴの普及によりネットワークが広がったことを、コミュニケーションとい

う用語で強調した言葉です。 

一方、ＩｏＴは、Internet of Things の略で、「あらゆるものにインターネットがつな

がること」を意味しています。近年のパソコン、スマホなどの端末だけでなく、製造用機械、

各種センサー、車、時計、衣服、エアコンなど、あらゆるものがインターネットにつながり、

データが活用される状況を表しています。 

これらの用語は、明確に違いを意識して使われていない面もありますが、情報通信基盤の

整備、Ｗｉ－Ｆｉ、センサー、ロボット、ドローンなどの機器や技術、アプリ開発やサービ

ス提供、ビッグデータの活用、そのための人材育成など、産業活性化に関する幅広い内容を

取り扱う本方針では、より包括的な言葉としてＩＣＴを用いています。 
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第１章 ＩＣＴをめぐる全国の現状と将来像 

 

１ ＩＣＴをめぐる全国の状況 

 

（１）スマートフォンの普及による変化 

 「平成２７年通信利用動向調査」によると、平成２７年末の情報通信機器の世帯保有状況

は、「携帯電話」が９５．８％となっており、特に「携帯電話」の内数である「スマートフ

ォン」は、７２．０％と引き続き上昇し、「パソコン」（７６．８％）との差が前年の１３．

７ポイントから４．８ポイントに縮小しています。 

 また、平成２７年版「情報通信白書」（以下「ＩＣＴ白書」といいます。）によると、スマ

ートフォンとフィーチャーフォンにおけるサービスの利用率は、「ＳＮＳ」「インターネット

ショッピング・オークション」「チャット」「ソーシャルゲーム」「動画視聴」において、差

が大きくなっており、スマートフォン購入後のサービスの利用頻度も増えています。 

 

 

 

 

                                        （出典）総務省「平成２７年通信利用動向調査」 

情報通信機器の保有状況の推移（世帯） 
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スマートフォン・フィーチャーフォン・タブレットでのサービス利用率 

スマートフォン購入後のサービスの利用頻度変化 
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（２）クラウドコンピューティングの普及 

 データの蓄積と処理・解析の機能であるコンピューティング分野では、ネットワークの急

速な大容量化を一因とした「クラウドコンピューティング」が進展・普及しています。 

 平成２７年通信利用動向調査によると、クラウドサービスを利用している企業の割合は

年々上昇しており、平成２７年末には４割を上回っています。産業別にみると「金融・保険

業」が６割を超え、資本金規模別では、資本金１０億円以上の企業で７割を超えています。 

 また、クラウドサービスの利用理由をみると「資産、保守体制を社内に持つ必要がないか

ら」が４２．３％と最も高く、次いで「どこでもサービスを利用できるから」（３３．４％）、

「初期導入コストが安価だったから」（３１．９％）となっており、主に機能面及びコスト

面からの理由が挙げられている一方、クラウドサービスを利用しない理由としては、「必要

がない」が４２．９％と最も高く、次いで「情報漏洩などセキュリティに不安がある」（３

８．８％）「メリットが分からない、判断できない」（２２．５％）となっています。 

 

 

（出典）総務省「平成２７年通信利用動向調査」 

 

 

（出典）総務省「平成２７年通信利用動向調査」 
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クラウドサービスの利用状況（産業別及び資本金規模別） 

国内におけるクラウドサービスの利用状況 

国内におけるクラウド 
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（出典）総務省「平成２７年通信利用動向調査」 

 

 

（出典）総務省「平成２７年通信利用動向調査」 

クラウドサービスを利用しない理由 

クラウドサービスを利用している理由 
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（３）ＩｏＴ/ＣＰＳによる産業構造の変化 

 ＩＣＴ白書によると、２０１３年時点でインターネットにつながるモノ（ＩｏＴデバイス）

の数は約１５８億個であり、２０２０年までに約５３０億個まで増大するとされていますが、

その普及を後押しするものとして、デバイスの低廉化等のシーズの側面が挙げられています。 

 さらに、そこから集められたビッグデータをＡＩ（人工知能）により解析し、実世界にフ

ィードバックするＣＰＳ（サイバーフィジカルシステム）が現実のものとなっており、社会

インフラとしてのＩＣＴによる貢献がより一層進むことで、抜本的な産業構造の変革が予想

されています。 

 

 

 

 

 

 

（出典）総務省「グローバル ICT 産業の構造変化及び将来展望等に関する調査研究」（平成 27 年） 

分野 適用イメージ例 

施設 ・施設内設備管理の高度化（自動監視・制御等） 

エネルギー ・需給関係設備の管理を通じた電力需給管理・資源採掘や運搬等に係る管理の高度化 

家庭・個人 ・宅内基盤設備管理の高度化 ・宅内向け安心・安全等サービスの高度化 

ヘルスケア・生命科学 
・医療機関/診察管理の高度化 ・患者や高齢者のバイタル管理 

・治療オプションの最適化  ・創薬や診断支援等の研究活動の高度化 

産業 
・工場プロセスの広範囲に適用可能な産業用設備の管理・追跡の高度化 

・鉱業、灌漑、農林業等における資源の自動化 

運輸・物流 
・車両テレマティクス・追跡システムや非車両を対象とした輸送管理の高度化 

・交通システム管理の高度化 

小売 
・サプライチェーンに係る高度な可視化 ・顧客・製品情報の収集 

・在庫管理の改善 ・エネルギー消費の低減 

セキュリティ・公衆安全 ・緊急機関、公共インフラ（環境モニタリング等）、追跡・監視システム等の高度化 

ＩＴ・ネットワーク ・オフィス関連機器の監視・管理の高度化 ・通信インフラの監視・管理の高度化 

インターネットにつながるモノ 

（ＩｏＴデバイス）の数 
センサー単価の推移 

ＩｏＴの適用分野の例 



９ 

 

 

（出典）情報経済小委員会 中間取りまとめ報告書 

 

（出典）情報経済小委員会 中間取りまとめ報告書 
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２ ＩＣＴの進展による将来像 

ＩＣＴの進展によるものづくり、モビリティ、農業、ヘルスケアなどの分野における将来

の姿としては、次のように描かれています。 

（平成 28年 4月 27 日 産業構造審議会 新産業構造部会「新産業構造ビジョン中間整理」を基に作成） 

 

ものづくり革新・流通・小売 

（現在起きつつある変化） 

・供給面では、データを利用した製造工程の生産性向上や、購買情報等のリアルタイム分

析による需要予測の精緻化とサプライチェーン間での共有化が進んでいる。 

・アフターケアまで含めた製品製造のサービス化など産業の垣根を越えた動きがある。 

・需要面では、消費者の購買情報等、顧客データを活用した商品開発が行われている。 

・それらのプラットフォームを支配することで、より多くの顧客データを獲得しようとす

る動きも活発化している。 

（今後の変革の方向性） 

・製造・物流・販売データの連携による、消費者ニーズを的確に捉えた、カスタマイズ製

品の安価・迅速な供給を目指す動きが進展する。 

・ＡＩやロボットによる完全自動化、ドローンを用いた物流が本格化する。 

・複数企業の消費データの共同利用により、消費者の趣味・嗜好を的確に把握、予測した

新たな商品、サービス開発や精緻なマーケティングの普及が進む。 

 

スマート保安 

（現在起きつつある変化） 

・高度なセンシングによるビッグデータの収集や、ＡＩによる分析を通じた異常・予兆の

早期検知、適時・適切なアラームが可能となりつつある。 

（今後の変革の方向性） 

・事業所の常時監視を通じた保安の実現により、安全性・生産性が大幅に向上する。 

・現場のオペレーション・スキルがスマート保安・システムとして集約・明確化される。 

 

自動走行・モビリティ 

（現在起きつつある変化） 

 ・自動走行に必要な地図を協調領域化し、重複投資を回避する動きが進展している。 

 ・公道・実環境を利用した自動走行の実証実験も国内外で進んでいる。 

（今後の変革の方向性） 

 ・隊列走行の実現により、物流業の幹線輸送部分の効率性が向上する。 

 ・完全自動走行が様々な産業（物流、移動サービス等）で活用されることで、運転中の広

告や車内時間活用サービス等が立ち上がる。 

 ・高効率なシェアリングが実現し、交通弱者や交通事故、渋滞や環境問題が解消される。 
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観  光 

（現在起きつつある変化） 

 ・位置情報や決済データ等を取得、分析し、観光サービスの提供に活用する動きが進展し

ている。 

 ・ロボット等の活用や、ビッグデータ分析に基づくオペレーション改善により、業務の省

人化・省力化を進めるホテルや飲食店が登場している。 

（今後の変革の方向性） 

 ・滞在時における観光客の行動データを収集・活用し、個々人の趣味嗜好に合致するカス

タマイズされた観光体験を提供できる事業者が競争優位を獲得する。 

 ・シェアリングやＣｔｏＣ（消費者間の取引）のマッチングサービスの広がりにより、個

人もサービス提供者として観光産業に参画可能となる。 

 

スマートハウス・スマートコミュニティ・エネルギー 

（現在起きつつある変化） 

 ・家庭内機器のＩｏＴ化で、機器の高付加価値化や機器とサービスの融合が進捗している。 

 ・電力使用量の見える化で、電力消費量の最適化を実現可能となった。 

 ・家庭内でのＩｏＴデバイス・住宅・再生可能エネルギーデバイス・電気自動車等の連 

携が進んでいる。 

 ・利用者の節電電力量を集約する事業者も登場している。 

（今後の変革の方向性） 

 ・地域特性に応じて総合的エネルギー需給管理を行うスマートコミュニティが実現する。 

 ・ＩｏＴを活用して電力の需給調整を行う事業者がさらに展開する。 

 ・エネルギーデータにとどまらず、家庭内・コミュニティ内のさまざまなデータが機器や

サービスの境界を越えて取得・利活用されることで多様なサービスが可能となる。 

 ・情報を集約するプラットフォームを押えることで競争優位を築き、価値の大部分を握る

事業者が出現する可能性もある。 

 

ヘルスケア 

（現在起きつつある変化） 

 ・ウェアラブル等からのデータで、継続的に健康データを記録・管理・分析することによ

り、一人一人の健康状態に応じた個別化したサービスを提供する動きがある。 

 ・診断支援システムにおけるＡＩ活用が進んでいる。 

 ・レセプト・特定健診情報等が統合的に解析され、効果的・効率的な保険事業等に活用さ

れている。 

（今後の変革の方向性） 

 ・健康無関心層も取り込んだ予防・健康増進サービスといった新たな市場が拡大される。 

 ・各個人に合った健康サービスの提供の動きがさらに進展する。 



１２ 

 

 ・ＡＩにより認識・制御機能を向上させた医療・介護ロボット等の実装が進み、現場の負

担が軽減される。 

 ・生体情報解析システムを構築・利用し、副作用が少なく、各患者に合った、薬効の高い

医薬品のデザインや疾患の早期発見が可能となる。 

 

農  業 

（現在起きつつある変化） 

 ・高齢化、労働力不足が進む生産現場では、ロボット技術やＩＣＴ等の技術の開発・導入

などの動きが活発化しつつある。 

 ・生産現場に留まらず加工・物流・販売の連携を通じた、生産性の向上を図る動きがみら

れる。 

（今後の変革の方向性） 

 ・ロボットや自動走行システム等の導入による省力化が進み、ＡＩ等を活用することで生

産現場の暗黙知の形式知化を通じたさらなる生産性の向上が可能となる。 

 ・ＩＣＴの活用により、生産・加工・物流・販売が効果的・効率的に連携される。 

 ・生産・加工工程における自動管理の導入やトレーサビリティの確保を通じた高度な品質

管理が実現する。 

 ・販売実績等のデータの利活用等を通じ、多様な消費者ニーズ（嗜好・安全性・価格等）によ

りきめ細かく対応した農作物の提供が可能となる。 

 

教  育 

（現在起きつつある変化） 

 ・ＡＩ等を活用し、習熟度に応じた学習コンテンツの提供（アダプティブ・ラーニング）が、私

教育分野から充実し、学校教育との連携が進んでいる。 

 ・新たな人材ニーズに対応すべく、国境を越えたオンラインによる学び直し環境や、幅広い

学習ニーズに対応する高等教育機関が出現し始めている。 

（今後の変革の方向性） 

 ・アダプティブ・ラーニング等の進展により、子ども一人一人の習熟度や学習上の困難さ、

得意分野など、個に応じた学習が可能となる。 

 ・社会人では、教育コンテンツのオープン化とネット授業を活用しつつ、個別のニーズに応

じて職業に必要な能力や知識へ容易にアクセスする学び直しが拡大する。 

 

金  融 

（現在起きつつある変化） 

 ・ＩＣＴ分野の技術革新を活用した先進的な金融サービスが拡大している。 

 ・これまで金融機関の固有業務とされていた領域（決済、資金調達、資産運用、保険等）に、

特定のサービスに特化した事業者などの異業種が参入している。 
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（今後の変革の方向性） 

 ・従来、活用されていなかった多様なデータを活用した柔軟な与信・リスク判断等により、融

資等のサービス提供対象がさらに拡大する。 

 ・利用者側もより簡便な決済手段の普及などにより利便性が向上し、個々にカスタマイズされ

た多様なサービスを享受可能となる。 

 ・小額資金のやり取りが円滑化することで、資金調達や決済・送金等の面での起業・事業の

ハードルが低下する。 
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ホームページによる情報発信

顧客情報、生産情報等の分析

SNS （ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ﾂｲｯﾀｰ 等）による情報発信

クラウドの活用

タブレットによる従業員保有情報の共有

従業員や顧客の動線情報の収集・分析

機器の稼働情報の収集・分析

工場間のデータ共有による生産管理

センサーによる顧客、生産データ等の収集・分析

ロボットの活用

ウエラブルデータの活用

AI（人工知能）の活用

その他

86.6

33.8

25.4

18.1

12.1

12.1

9.1

8.2

4.1

4.1

0.5

0.2

2.1

0 50 100 (%)

n=613

第２章 本県の現状、課題 

 

１ 本県の現状 

 

（１）ＩＣＴの普及状況 

 ２０１６年版中小企業庁「中小企業白書」によると、平成２６年末のインターネットの普

及状況は、「大企業」で９９．９％、「中小企業」においても、９８．２％と着実にインター

ネットの普及は進んでいます。 

 また、県内事業所アンケート（以下「県内アンケート」といいます。）によると、既に行

っている取組として、「ホームページによる情報発信」が８０％を超えており、次いで「顧

客情報、生産情報等の分析」「ＳＮＳ（フェイスブック、ツイッター等）による情報発信」

が高い割合となっている一方で、センサー等を活用したＩｏＴの取組は進んでいないことが

わかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「三重県県内事業所アンケート」（2016 年） 

インターネット普及率の推移 

ＩＣＴに関して既に行っている取組 

（出典）総務省「通信利用動向調査」 

（注）ここでいう大企業とは資本金 1 億円以上の企業、中小企業とは資本金 1 億円未満の企業をいう。 
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（２）県内企業におけるＩＣＴの導入・利活用状況 

 「中小企業白書」によると、ＩＣＴ投資を行っている企業の方が行っていない企業に比べ、

売上高等業績が高い傾向があり、ＩＣＴ投資が企業の業務効率化や売り上げの拡大による収

益率や利益率の向上に資する要因の一つであると考えられています。 

 一方、「県内アンケート」によると、経営課題解決のためのＩＣＴ導入・利活用について、

「必要と考えていない」「必要と考えているが導入・利活用していない」企業の割合は６０％

を超えており、県内企業の多くが経営課題解決のためにＩＣＴを導入・利活用していないこ

とがわかります。 

 また、ＩＣＴを導入・利活用していない理由については、「県内アンケート」によると「導

入の効果がわからない、評価できない」「コストが負担できない」ことが大きな理由となっ

ています。 

 なお、「県内アンケート」によると、重点的に取り組みたい経営戦略について、「ＩＣＴの

導入・利活用」を挙げている企業は２．５％と「人材の育成」（４８．３％）「国内での新規

顧客の開拓」（３３．１％）に比べ、低い割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＴ投資有無別の企業の売上高 

ＩＴ投資開始企業とＩＴ投資非開始企業の売上高経常利益率 

（出典）中小企業庁委託「中小企業の成長と投資行動に関するアンケート調査」（2015 年 12 月、㈱帝国データバンク） 

（注）１．IT 投資の実施有無別に集計している。 ２．売上高、売上高経常利益率は 2012 年～2014 年の 3 年間の平均値を集計している。 

（出典）経済産業省「企業活動基本調査」再編加工 

（注）１．売上高経常利益率=経常利益/売上高で計算している。 ２．2007 年度から 2013 年度まで連続して回答している中小企業を集計している。 
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導入の効果がわからない、評価できない

コストが負担できない

ICTを導入できる人材がいない

従業員がICTを使いこなせない

業務内容にあったICT技術や製品がない

適切なアドバイザー等がいない

個人情報漏えいのおそれがある

技術、ノウハウの流出のおそれがある

その他

47.4

32.5

24.7

21.3

18.3

14.2

8.8

2.7

4.2

0 50 100 (%)

n=591

 

 

（出典）「三重県県内事業所アンケート」（2016 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「三重県県内事業所アンケート」（2016 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「三重県県内事業所アンケート」（2016 年） 

必要と考えており

導入・利活用

している
38.7%

必要と考えているが

導入・利活用してい

ない
24.3%

必要と考えてい

ない。
37.0%

n=1,176

経営課題解決のためのＩＣＴの導入・利活用について 

ＩＣＴを導入・利活用していない理由 

重点的に取り組みたい経営戦略 
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２ 本県の課題 

 

少子高齢化や人口減少による労働力不足や市場の縮小といった全国の企業が共通して直

面する課題がある中、ＩｏＴやＡＩといった第４次産業革命で核となる技術は、全ての産業

における革新のための共通の基盤技術であり、さまざまな分野の産業構造を抜本的に変革し

ていくことが予想されています。 

 このような中、本県の事業者アンケートの結果などから導かれるＩＣＴに関する三重県の

課題として、次の５つがあります。 
 

①県内企業のＩＣＴ、ＩｏＴ導入への効果や必要性に対する認識を高めること 

  一部で先進的な取組が見られるものの、多くの中小企業・小規模企業で、経営者を含め

ＩＣＴ活用の効果や必要性が十分に認識されていません。 
 

②ＩＣＴの導入・活用における人材や資金面の確保 

  ＩＣＴを導入・活用しようとしている事業者においても、その開発や運用に関する人材

の確保や資金の確保が困難です。 
 

③ＩＣＴ関連企業とユーザー企業との連携の必要性 

  ＩＣＴの活用を先導的に進めていくサービス提供側の企業の育成・充実を図ることや、

それらの企業とサービス利用側の企業が連携した新たな取組を促進する必要があります。 
 

④セキュリティ確保への懸念 

  ＩＣＴの活用においては、情報システムの停止による損失、顧客情報の漏洩、サイバー

攻撃への対応などのリスクを伴います。事業者や取引先、顧客への被害や影響を避けるた

め、セキュリティの確保が不可欠です。 
 

⑤県行政としてのＩＣＴに関する施策の構築 

  ＩＣＴの進展を取り込んだ情報発信の強化、政策立案にあたってＲＥＳＡＳなどのデー

タの効果的な活用を進めるとともに、県が保有するデータのオープンデータ化及び事業革

新や生産性向上につながるＩＣＴを活用した企業活動の支援を強化する必要があります。 
 

なお、平成２８年３月に改訂した「みえ産業振興戦略」においては、今後、三重県の産業

振興で取り組むべき１３の課題をまとめており、特に、次の５つは、ＩＣＴを活用した産業

振興においても重要な課題です。 

〇今後成長が期待される産業の育成 

〇サービス産業の成長率が相対的に低い 

〇産学官連携など外部との連携比率が低い 

〇社会課題解決に関わる取組の遅れ 

〇高度な専門人材の不足 
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第３章 ＩＣＴに関する取組方針 

 

三重県ＩＣＴによる産業活性化推進方針体系 

Ⅰ 先導的な企業・取組の推進 

（１）先導的な取組の促進 【エネルギー政策・ＩＣＴ活用課】 

 （２）財政的な支援 【企業誘致推進課】【ものづくり推進課】 

 （３）技術的な支援 【工業研究所】 

 （４）スタートアップ支援 【中小企業・サービス産業振興課】 

Ⅱ 事業者のＩＣＴ活用支援 

（１）知見の共有 【エネルギー政策・ＩＣＴ活用課】 

 （２）販路拡大 【中小企業・サービス産業振興課】 

 （３）品質サービス・生産性向上 【中小企業・サービス産業振興課】 

 （４）人材育成 【エネルギー政策・ＩＣＴ活用課】 

Ⅲ 人材の育成と基盤強化 

（１）人材育成 【高校教育課】【小中学校教育課】【研修推進課】【エネルギー政策・ＩＣＴ活用課】 

            【雇用対策課】【中小企業・サービス産業振興課】 

 （２）基盤強化 【海外誘客課】【企画課】【エネルギー政策・ＩＣＴ活用課】【情報システム課】 

            【サイバー犯罪対策課】 

Ⅳ 社会的課題の解決 

（１）農林水産 【農産園芸課】【フードイノベーション課】 

 （２）ヘルスケア 【ライフイノベーション課】 

 （３）地域交通 【交通政策課】【エネルギー政策・ＩＣＴ活用課】 

 （４）エネルギー 【エネルギー政策・ＩＣＴ活用課】 

 （５）先進自治体との連携 【エネルギー政策・ＩＣＴ活用課】【フードイノベーション課】 

 （６）ドローンの活用推進 【エネルギー政策・ＩＣＴ活用課】 

Ⅴ 県による情報発信の強化 

（１）ＳＮＳを活用した情報発信 【三重県営業本部担当課】【観光誘客課】【海外誘客課】 

 （２）ホームページ、メールマガジンでの情報発信 【観光誘客課】【三重県営業本部担当課】 

 （３）その他 【三重県営業本部担当課】【海外誘客課】【広聴広報課】 
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Ⅰ 先導的な企業・取組の推進 

 

他の企業の見本となるような先導的な取組を行う企業の支援と、企業へのＩＣＴ導入サ

ポートを行うサービス提供側企業の育成を行うことで、自律的な企業活動を通じて県内企業

のＩＣＴ化が進むよう促します。 

 また、今後のＩＣＴ推進を担うスタートアップ・ベンチャー企業の育成・支援に取り組み

ます。 

 

 

目標項目 
平成２７年度 

（現状値） 

平成２８年度 

（見込） 

平成３１年度 

（目標値） 

みえラボ会員におけるワーキング・グルー

プ（ＷＧ）の設置件数（累計） 
― ３件 ８件 

〔目標項目の説明〕 

 産学官連携により構成するみえラボ会員による先導的なＩｏＴプロジェクトの推進のた

めに設置されるＷＧの件数 

 

（１）先導的な取組の促進 

  ○三重県ＩｏＴ推進ラボ（みえラボ）会員と連携し、ＩｏＴプロジェクトの推進、ユー

ザー企業とのマッチング、パンフレット・事例集作成、ドローン活用の推進などに取

り組みます。（県の取組①） 

  ○ＩＣＴ関連技術の導入を進める企業に対し、専門家を派遣しスキルアップを図り、県

内中小企業等におけるＩＣＴの積極的な利活用を推進します。 

＜エネルギー政策・ＩＣＴ活用課＞ 

（２）財政的な支援 

  ○県内中小企業の競争力を強化するため、ＩＣＴを活用したものづくり基盤技術の高度

化などに資する設備投資を支援します。（中小企業高付加価値化投資促進補助金） 

  ○国の特例措置の他、県独自の補助制度などによって、ＩＣＴ関連企業の本社機能の県

内への移転や拡充を促進します。（本社機能移転促進補助金）（県の取組②） 

  ○外資系企業ワンストップサービス窓口を設け、外資系ＩＣＴ企業の県内への進出を促

します。（外資系企業アジア拠点立地補助金） 

＜企業誘致推進課＞ 

  ○県内のものづくり中小企業が抱える技術面や経営面での諸課題に対し、国の補助金等

の活用を支援します。                  ＜ものづくり推進課＞ 
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（３）技術的な支援 

  〇県内のものづくり中小企業に対し、３Ｄプリンターなどの機器を開放します。 

（県の取組③） 

＜工業研究所＞ 

（４）スタートアップ支援 

  〇ＭＩＥグローバル・スタートアップ・サポートプログラムに基づく、グローバルな視

点を有するスタートアップの創出促進、地域におけるイノベーションが生まれる環境

づくりを推進します。（県の取組④） 

  ○「熱意ある地方創生ベンチャー連合」との連携事業に取り組みます。（県の取組⑤） 

＜中小企業・サービス産業振興課＞ 

 

  （県内事例①）旅館・ホテル予約管理システム 女将さん（㈱リブネット（伊勢市）） 

  （県内事例②）ＨＡＬ®によるヘルスケアサービス（鈴鹿ロボケアセンター㈱（鈴鹿市）） 

  （県内事例③）産業用ロボット関連機器の開発・製作（ナブテスコ㈱（津市）） 

  （県内事例④）パイロット育成などドローン普及の取組 

（（一社）三重県ドローン協会（四日市市）） 

  （県内事例⑤）コンビニ向けお弁当等の製造（プレミアムキッチン㈱(桑名市)） 

  （県内事例⑥）フルーツトマト植物工場の取組（AZUMA FARM 三重（津市）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

三重県ＩｏＴ推進ラボ（みえラボ）の概要 

県が進める「三重県ＩｏＴ推進ラボ」は、地域にお

けるＩｏＴプロジェクト創出のための取組を支援す

る仕組みとして、経済産業省とＩｏＴ推進ラボによ

り、平成２８年７月に選定されました。 

 本ラボでは、ＩｏＴを活用して産学官の有する課題

を解決し、三重県産業の振興と地域の活性化につなげ

ていくため、ＩｏＴに関する知見の共有、ＩｏＴを活

用したいというニーズや課題がある県内企業とベン

ダー企業などとのマッチング、具体的なプロジェクト

の構築や実証に向けた支援、人材育成を産学官の協創

により行います。 

本社機能移転促進補助金 

県では、平成２７年１０月に国の認定を受けた地

域再生計画「三重県企業拠点強化促進プロジェク

ト」に基づき、国の特例措置や県独自の「本社機能

移転促進補助金」などを効果的に活用し、企業の本

社機能の県内への移転や拡充を促進しています。 

三重県の本社機能移転促進補助金の適用第１号

となった㈱ＦＩＸＥＲは、東京本社で事業展開して

いる「クラウドコンフィグ」の企画・開発部門を移

転し、県内に「ＦＩＸＥＲクラウドセンター」を設

立しました。 

県の取組① 

県の取組② 県の取組② 
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治具の作成 
 
 
 
 
 
 
 

 
装置を用いた造形品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「熱意ある地方創生ベンチャー連合」との連携 

「MIE グローバル・スタートアップ・サポートプログラム」 

 

「熱意ある地方創生ベンチャー連

合」は、ベンチャー企業が、ＩＴを活

用したイノベーションを生み出し、地

域の課題を解決することにより、持続

的な地域の経済発展に貢献することを

目的に設立された団体です。 

 県では「熱意ある地方創生ベンチャ

ー連合」と平成２８年２月に、「ＭＩＥ

地方創生ベンチャーサミット 2016」を

開催しました。基調講演、トークセッ

ションの他に、「創業・イノベーション」

「新しい働き方」など６つの分科会で、

政府、首長やベンチャー企業など各分

野の立場から、熱心な議論が繰り広げ

られました。 

県では、平成 28 年 7 月に新たなスター

トアップ支援の取組方向を示す「ＭＩＥグ

ローバル・スタートアップ・サポートプロ

グラム」を策定しました。 

本プログラムでは現在 20 社程度の「グロ

ーバルな視点を持ったスタートアップ事業

者数」を、平成 30 年度までに 100 社以上

とすることを目標としています。 

 具体的には、ＪＥＴＲＯ等のネットワー

クを活用したビジネス連携や交流機会の創

出や県内スタートアップの実態調査などに

より、目標の達成に取り組んでいきます。 

県の取組④ 

県の取組⑤ 

 本装置は、３次元データを用いて、樹脂での３次

元形状の造形が可能です。３次元データを活用する

ことで、試作および新規提案の時間短縮・コスト削

減が図ることができるため、さまざまなものづくり

企業への展開が期待できます。 

 工業研究所では、これらの機器を活用して県内企

業の３Ｄものづくりを支援します。 
※公益財団法人「ＪＫＡ平成２８年度公設工業試験研究所等

における機械等設備拡充補助事業」を活用して導入しまし

た。 

  工業研究所 3D プリンターの機器開放事例 
県の取組③ 
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県内事例① 

 

『女将さん』TOP 画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内事例② 

 ㈱リブネットでは、平成 26 年に顧客管理を大切に

考える宿泊施設（旅館・ホテル）向けのシステム『旅

館・ホテル予約管理システム 女将さん』を開発。 

 同システムは、クラウド型のホテル・旅館売上管

理システムで、「予約」「フロント業務」「顧客情報の

管理・検索」「帳票の作成」など、大型ボタンを押す

だけの簡単操作で入力が可能で、予約情報、履歴は

もちろん、お客様の好み、ご要望、クレーム、アン

ケートなどの情報が記録され、お客様への対応のノ

ウハウ、「おもてなし」のための情報を全員で共有で

きるシステムとなっています。 

鈴鹿ロボケアセンター㈱では、ＣＹＢＥＲＤ

ＹＮＥ㈱が開発した装着型ロボット「ロボット

スーツＨＡＬ®」（非医療用モデル）を用いた

ヘルスケアサービスが提供されています。 

ＨＡＬ®は体に装着することによって、人間

の身体機能を改善・補助・拡張・再生する世界

初のサイボーグ型ロボットです。 

鈴鹿医療科学大学内に開設された同社は、Ｈ

ＡＬ®を使用した身体機能の維持向上を目指

しており、県内はもとより、県外・海外からの

利用もあります。 

旅館・ホテル予約管理システム 女将さん ㈱リブネット（伊勢市） 

ＨＡＬ®によるヘルスケアサービス 鈴鹿ロボケアセンター㈱（鈴鹿市） 

 

【導入事例】 

女将さんで業務効率大幅改善。年間 69 万円のコスト削減！ 
（三重県内の旅館（規模：４２室） 

＜課題＞ 

顧客管理と領収書発行を兼ねたシステムが導入済みであったが、今までのホテル予約システムで

はサイトコントローラー（※）と顧客管理システムとの連動ができていなかった。その結果、顧客

情報の登録に手間がかかり、さらに入力ミスも発生していた。 

＜効果＞ 

サイトコントローラーと顧客管理システムと領収書発行システムの自動連動が実現でき、大幅に

業務改善ができた。 

＜利用者の声＞ 

当旅館は、インターネットからの予約が多く、予約情報を宿台帳に書き写すのが一苦労でミスも

多かった。「女将さんシステム」を導入した後、サイトコントローラーとの連動ができ予約情報の

入力の手間や、記載ミスも減り感謝している。 領収書の発行もスムーズに行え、さらに、領収書の

デザインも、オリジナルで作成することができ気に入っています。 
 ※サイトコントローラー：複数の宿泊予約サービスをオンラインで一元管理できるシステム 
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県内事例③ 

 ナブテスコ㈱は、主に自動車製造ライン向けの産業

用ロボットの関節部分品で大きなパワーを出したり、

精緻な位置決め制御を行ったりするための精密減速機

ＲＶを製造し、世界シェア６０％を誇っています。 

 精密減速機ＲＶは、津工場が日本国内唯一の生産拠

点となっており、平成２７年１２月には累計生産台数

が６００万台を超えました。現在、世界中で稼働して

いる産業用ロボットの多くはＭａｄｅ Ｉｎ 三重の

減速機によって成り立っています。 

産業用ロボット関連機器の開発・製作  ナブテスコ㈱（津市） 

県内事例⑥ 

県内事例⑤ 

県内事例④ 

フルーツトマト植物工場の取組    AZUMA FARM 三重（津市） 

コンビニ向けお弁当等の製造  プレミアムキッチン（株）（桑名市） 

パイロット育成などドローン普及の取組 （一社）三重県ドローン協会（四日市市） 

  

    

施設園芸において、高度な技術力を誇るオラ

ンダの技術をベースとした統合環境制御技術

を活用した養液栽培による太陽光利用型植物

工場です。 

複数のセンサーを用いて、温度・湿度・日射

量・ＣＯ２濃度など、外部環境及び施設内環境

をリアルタイムに監視しています。また、トマ

トの光合成能力を最大化できる施設環境を維

持するため、換気装置やミスト装置・ＣＯ２施

肥装置・自動給液装置などを導入しています。 

 プレミアムキッチン㈱は、コンビニ向け弁

当、おにぎり、チルド米飯等を供給しています。 

 鮮度と品質、安全性にこだわり、原材料を一

括管理し、コンビニから集約された受注データ

に基づき、生産・商品受注管理等、トータルオ

ペレーションを自社で一括管理する事で、発注

に基づき鮮度を保ったまま確実にコンビニへ

商品が届く仕組みを構築しています。 

三重県ドローン協会では、正しい知識と操縦技術

を持ったドローンパイロットを育成・認定するた

め、操縦技術だけでなく法令や安全管理など段階を

踏んだ講習により、ドローン操縦に必要なすべてを

兼ね備えたパイロットを育成しています。 

 また、子どもたちを対象にドローンの操縦体験会

を実施して、ドローンの楽しさや活用方法を知って

もらうなど、三重県内でドローンの活用を広げるた

めのさまざまな活動を行っています。 

精密減速機ＲＶ 
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Ⅱ 事業者のＩＣＴ活用支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標項目 
平成２７年度 

（現状値） 

平成２８年度 

（見込） 

平成３１年度 

（目標値） 

みえラボによるセミナー開催回数（累計） ― ３回 １２回 

〔目標項目の説明〕 

 ＩＣＴの最新技術・活用事例などの知見の共有のため、みえラボによって開催されたセ

ミナーの回数 

 

（１）知見の共有 

  〇「三重県ＩｏＴ推進ラボ（みえラボ）」によるクラウド、センサー、ＡＩ、ロボット、

ウェアラブル端末など、最新のＩＣＴ関連技術に関するセミナーの開催、事例集、啓

発パンフレットの作成、さらにそのための県内企業優良事例調査を行います。 

＜エネルギー政策・ＩＣＴ活用課＞ 

（２）販路拡大 

  〇三重県版経営向上計画認定制度により、HP 作成、ネット販売など、ＩＣＴの活用を

含めた経営向上計画の策定・実行を支援（専門家派遣、融資等）します。 

＜中小企業・サービス産業振興課＞ 

  （県内事例⑦）インターネットショッピング番組「キホクニヤ商店」での取組 

（みえ熊野古道商工会（紀北町・御浜町）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県の課題として、多くの中小企業・小規模企業で、経営者を含めＩＣＴ活用の効果

や必要性が十分に認識されていないことが挙げられています。 

そこで、県内の中小事業者が、ＩＣＴを導入・活用して事業活動の革新や生産性の向

上を図るため、効果や必要性に対する知見の共有や必要となる支援を産学官金などが連

携して行います。 
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（３）品質サービス・生産性向上 

  〇三重県版経営向上計画認定制度により、クラウドによる工程管理など、ＩＣＴの活用

を含めた、経営向上計画の策定・実行を支援（専門家派遣、融資等）します。 

                               （県の取組⑥） 

＜中小企業・サービス産業振興課＞ 

 

  （県内事例⑧）三重県よろず支援拠点での支援（(有)福和（津市）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネットショッピング番組「キホクニヤ商店」での取組 

みえ熊野古道商工会（紀北町・御浜町） 

県内事例⑦ 

 みえ熊野古道商工会は、全国の商工会

で初めて常設のインターネットスタジ

オ『Studio Utv』を平成 26 年に商工会

館内に設置。 

東紀州地域の特産品を全国に通用す

るようにブラッシュアップさせ、“みえ

熊野古道ブランド”として、この『Studio 

Utv』を基盤とした販売チャネルを絞っ

た販売促進、地域内外に向けての情報配

信やネット販売などを展開して、地域の

小規模事業者の売上・収益増大に繋げる

取組を実施しています。 

現在放映中のインターネットショッ

ピング番組「キホクニヤ商店」は毎月 2

回、「始神テラス」から東紀州地域の特

産品を紹介販売しています。高速道路の

開通で近くなった紀北町や御浜町をは

じめ、三重県南部の東紀州地域にあるた

くさんの魅力ある物産を紹介し、インタ

ーネットでお取り寄せできる通販番組

です。 

Studio Utv http://utv.today/ 

キホクニヤ http://kihokuniya.com/ 
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（４）人材育成 

  ○「三重県ＩｏＴ推進ラボ（みえラボ）」会員と連携し、人材育成講座等を開催します。 

＜エネルギー政策・ICT 活用課＞ 

「Ｇｍａｉｌ等クラウドサービスを使った工程管理」 

（有）宮本建築では、Ｇｍａｉｌ、Ｇｏｏｇｌｅカ

レンダー、ＤｒｏｐＢｏｘといったクラウドサービス

を使って、物件ごとの報告や情報共有、工程管理デー

タの共有、スケジュールの共有、メーリングリストを

使った一斉連絡といった仕組みを構築。 

これにより、人材不足を賄いながらも工程管理（情

報共有）がスムーズにできるようになり、工程表や現

場の進行状況、図面や現場写真等を社員がいつでもど

こでも見られるようになったことで、情報を聞いてな

い、図面等が手元にない、といったロスの改善や、今

までより意見の交換がスムーズに出来るようになっ

ています。 

昭和 56 年に商店街内に靴の小売店を創業。順調

に売上を伸ばしましたが、ロードサイドに大型店舗

の出店が相次ぎ、来店客が減少。店を続けられるか

危機感を持っていたところ、発明協会の講演で、オ

リジナル商品の大切さを聞いたことをきっかけに

足のアーチを保持する立体インソール「らくじき」

を考案。 

特許をとりホームページを立ち上げ、度重なる改

善を行い、ようやく売上にめどがたつようになった

ところで思い切って靴小売を辞めることを決意。イ

ンソール製造・販売に経営資源を集中しました。 

三重県よろず支援拠点のアドバイスを受け、来店

は期待できないのでネット販売に注力し、別の柱と

して東急ハンズなどで販売しています。 

現在は製法を見直し一体成型できるようにし、関

連商品としてジェル型、靴脱げ防止ベルト等も販売

しています。 

1 日の閲覧者数 

20～30 人 

⇒400～500 人 

ホームページが

ネット検索で 

上位に表示！ 

「モートン病」 

「インソール」 

「販売店」・・・ 

14～15 個 

関連キーワード

を多くあげて 

みましょう！ 

よろず支援拠点 

のアドバイス 

アクセス解析 

  三重県よろず支援拠点での支援    ㈲福和（津市） 

経営向上計画認定企業の専門家支援例 （有）宮本建築（四日市市） 県の取組⑥ 

県内事例⑧ 
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Ⅲ 人材の育成と基盤強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標項目 
平成２７年度 

（現状値） 

平成２８年度 

（見込） 

平成３１年度 

（目標値） 

みえラボによる人材育成イベント開催回

数（累計） 
― ３回 １２回 

〔目標項目の説明〕 

 ＩＣＴに関する人材を育成するため、みえラボによって開催された人材育成イベントの

回数 

目標項目 
平成２７年度 

（現状値） 

平成２８年度 

（見込） 

平成３１年度 

（目標値） 

「三重県オープンデータライブラリ」に登

録したオープンデータの数（累計） 
３２データ ４４データ ８０データ 

〔目標項目の説明〕 

 「三重県オープンデータライブラリ」に登録したことにより、県民や企業等が活用でき

るようになったオープンデータの数 

  ※みえ県民力ビジョン 第二次行動計画 

   施策３２１ 中小企業・小規模企業の振興 

   基本事業３２１０４ ＩＣＴを活用した産業振興 の活動指標 

 

（１）人材育成 

 【学校教育】 

  〇電子黒板２台とタブレット端末約６０台を導入し、これらを活用した情報教育に取り

組むとともに、授業の一部を公開します。（亀山高等学校）（県の取組⑦） 

  ○各教室に電子黒板を設置するとともに、全校生徒にタブレットＰＣを貸与します。こ

れらを学習及びコミュニケーションのツールとして活用することで、主体的・対話的

な学びの実現だけでなくプレゼンテーション能力や情報倫理観を育成します。また、

学校現場にＩＣＴ支援員を常駐させ、授業や校務処理を支援します。 

（名張青峰高等学校）（県の取組⑧） 

                                 ＜高校教育課＞ 

 急速にＩＣＴ関連技術が進展したことから、プログラミングやデータアナリストな

ど、ＩＣＴに関する人材が非常に不足しているため、学校現場における情報教育の充実

や、社会人や求職者のＩＣＴ関連能力を高めるための支援に取り組みます。 

 また、ＩＣＴの基盤となる公衆無線ＬＡＮなどのインフラ整備、県が保有するデータ

のオープンデータ化、サイバーセキュリティ対策の強化に向けた取組を推進します。 
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  〇学校における情報教育の推進と、ＩＣＴの活用による児童生徒の情報活用能力の育成

等に関して市町教育委員会や学校への指導や助言に取り組みます。 

                               ＜小中学校教育課＞ 

  ○教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るため、児童生徒が主体的に授業に参加するＩＣ

Ｔを活用した授業づくりに関する研修や、児童生徒の情報活用能力育成に関する研修

を実施します。                                    ＜研修推進課＞ 

  （県内事例⑨）全国高専プログラミングコンテストでの最優秀賞受賞 

（鳥羽商船高等専門学校（鳥羽市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

亀山高等学校での取組 

名張青峰高等学校での取組 県の取組⑧ 

県の取組⑦ 

亀山高校では、コミュニケーション力の質の向上、

キャリア育成および進路指導の充実、ＩＣＴ機器の

活用等による基礎学力の向上等を中長期的な重点目

標としています。 

そのような中、システムメディア学科では、コン

ピュータやネットワークを管理・活用する能力を身

に付けた、情報のエキスパートとなる人材を育てる

ため、平成２６年度から学生にタブレット端末を貸

与し、県内トップクラスの学習設備を整えています。 

また、生徒のスキルアップのために、生徒が指導

役となって一般市民を対象とした「市民パソコン教

室」や、幼稚園児を対象としたタブレット端末を使

った塗り絵体験などを実施しました。 

今後は、教職員のさらなる資質向上のために、Ｉ

ＣＴ機器等を活用した授業力向上のための校内研修

を充実させ、授業の改善を推進していきます。 

 平成２８年４月に開校した名張青峰高校では、知

識・技能に加え思考力・判断力・表現力、主体的に

学習に取り組む態度を育成するため、電子黒板、生

徒１人１台タブレット端末や書画カメラ、授業支援

ソフト等を活用するとともに、校内全館に無線ＬＡ

Ｎも導入しています。 

 電子黒板等が導入されることで、生徒たちはグル

ープ学習で意見を聞き取り、書き出すなどの従来の

作業が大幅に省力化することができます。一方、教

職員は、紙のデータを書画カメラで撮影して電子化

し、電子データへ書き込むことができるようになり、

簡単に効果的な指導が可能となります。そのため、

平成２８年４月からの３年間は、教職員らに助言を

行うために、外部の専門家が務めるＩＣＴ支援員を

配置しています。 

今後は、個人情報の保護など生徒の情報倫理観の

養成にも力を入れていきます。 
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【セミナー 、職業訓練】 

  ○「三重県ＩｏＴ推進ラボ（みえラボ）」によるセミナーを開催します。 

  ○「三重県ＩｏＴ推進ラボ（みえラボ）」会員と連携し、人材育成講座、小中学生等を

対象としたイベントを開催します。 

＜エネルギー政策・ＩＣＴ活用課＞ 

  〇津高等技術学校で、デジタル化やネットワーク化に対応できるものづくり技術の習得

や、一般事務を行うために必要なパソコン操作技術の習得のための職業訓練を実施し

ます。（県の取組⑨） 

＜雇用対策課＞ 

  （県内事例⑩）多様な女性の働き方を提案（㈱Ｅプレゼンス（四日市市） 

 鳥羽商船高等専門学校の制御情報工学科

では、プログラミングを基本に各種センサー

とクラウドを結びつけるＩｏＴ教育に注力

しており、三重県中南勢地域の高等教育機関

として、技術者養成に取り組んでいます。 

 成果のひとつとして、ドローンを活用し

た防災減災システム「みつばちず」が、平成

28 年に開催された「全国高等専門学校プログ

ラミングコンテスト」の自由部門で、最優秀

賞である文部科学大臣賞を受賞しました。例

年、多くのコンテストで受賞するなど、全国

でも高く評価されています。 

 

【「みつばちず」とは】 

 ドローンを用いた防災減災地図作成シス

テムです。鳥羽商船高専は、以前から地域の

防災減災活動に参加し、ＩＣＴでの支援を行

っていました。「災害が起こった際、被害状

況や二次災害の情報が得られない」という地

元の要望をもとに、自治会が自ら情報を収集

し、防災減災に役立てることができる「みつ

ばちず」を開発することとしました。 

地域での実証を行いながら、高齢者や初心

者でも簡単にドローンを自動航行できるア

プリ、３Ｄモデル作成と差分処理システムを

独自に開発しています。 

平時は自動航行アプリにより地域データ

を蓄積し、これを災害時に撮影したデータと

比較することで、被害状況が視覚化でき、ま

たマップ上に要救助者などのコメントを登

録することもできます。 

「みつばちず」を活用することで、地域の

方は従来よりも早い被害確認や避難、さらに

住民自らによる情報発信が可能となります。 

県内事例⑨ 全国高専プログラミングコンテストでの最優秀賞受賞 

鳥羽商船高等専門学校（鳥羽市） 
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㈱Ｅプレゼンスは、2004 年に創業されたスタ

ッフ全員が女性の会社で、「ＩＴスキル」と「女

性の感性」、「情報デザイン」を駆使し、WEB サ

イトの構築・運営を通して企業のコンサルティン

グを行っています。 

通常は、クラウドサービスやメッセンジャー・

アプリで連絡を取り合うことで、打ち合わせや勉

強会等以外は、自宅で作業しており、子どもの急

病などで業務に支障が出る場合も、すぐにフォロ

ーできる仕組みを作り上げるなど、女性の多様な

働き方の可能性を実践しています。 

そのような中、女性たちのスキルを発掘、育成

する新たな取組として、平成 28 年 11 月にＷＥ

Ｂサイト「コアスキル Women’s net」をオープ

ン。「自分のスキル・経験を活かせる職場がない」

「子どもが小さいうちは子育てを優先」という女

性の声と、「社内スタッフで継続的に関わって欲

しいが、パートを雇用するまでの仕事量ではな

い」という企業の声から、在宅勤務や週一パート

など多様な雇用形態で、専門的なスキルを持つ女

性と人材不足に悩む企業をマッチングする新し

い有料職業紹介をスタート。これらの仕組みが評

価され、平成 28 年 9 月に開催された WIT2016

にて IBM 賞を受賞しています。 

 

「コアスキル Women’s net」の詳細は 

https://coreskill-womens.net/ 

 

電子制御情報科では、クライアント

PC のネットワーク設定や WEB ページ

の作成、サーバーへのファイル転送など

の実習を行っています。また、ネットワ

ークプログラミングとして LAN 経由の

遠隔制御の実習を取り入れています。 

機械制御システム科では、設計、加工、

組立、検査及び PLC 制御技術等の習得

を目標に、NC 工作機械の加工実習で

は、プログラム作成、操作技術の習得に

加え CAD/CAM、データ転送等のデジタ

ル技術の活用を実習に取り入れていま

す。 

短期課程のパソコン CAD 科、オフィ

スビジネス科では、ワープロ、表計算等

のパソコン操作技術を学んでいます。 

津高等技術学校の職業訓練 県の取組⑨ 

県内事例⑩ 多様な女性の働き方を提案（㈱Ｅプレゼンス（四日市市） 
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【その他】 

  ○ＩＴ人材の確保やＩＴ技術者の資質向上のため、海外ＩＴ人材との交流に向けた取組

を進めます。（県の取組⑩） 

＜中小企業・サービス産業振興課＞ 

  ○ＩＣＴ人材を含めたプロフェッショナル人材の都市圏から三重県への還流に取り組

みます。（県の取組⑪） 

＜雇用対策課＞ 

＜中小企業・サービス産業振興課＞ 

  〇ＩＣＴ関連技術の導入を進める企業に対し、専門家を派遣しスキルアップを図り、県

内中小企業等におけるＩＣＴの積極的な利活用を推進します。（県の取組⑫） 

                         ＜エネルギー政策・ＩＣＴ活用課＞ 

 

  （県内事例⑪）『県内高専生との「ハッカソン」開催』 ㈱ＦＩＸＥＲ（津市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県とインド・カルナタカ州政府は、平成 28 年 11 月にＩＴ

人材の育成と活用を目的とした連携協定を締結しました。 

県では、恒常的なＩＴ人材不足という課題がある一方、カ

ルナタカ州においては、多くの工科大学からエンジニア・Ｉ

Ｔ技術者が輩出されているものの、就職先が不足し、その技

術が生かせない状況にあります。 

このため、この協定により、両地域のＩＴ人材の活用課題

に対応し、県でのＩＴ人材の確保等を図るとともに、これら

の人材が両地域を結ぶネットワークの核となり、両地域のＩ

Ｔ技術の高度化やグローバル展開を促進するよう取り組ん

でいきます。 

県の取組⑩ 海外 IT 人材との交流 
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ＩＣＴビジネスを担う人材育成事業 

ICT ビジネスを担う人材育成事業は、ICT を

活用した新たな事業展開や、他企業の ICT 活

用を促進する事業者に、スキルアップのための

課題に応じた専門家を派遣する事業で、平成

28 年度に 4 件の申請を採択し、専門家を派遣

しました。 

 課題内容は「ホームページ作成スキルの講

習」「CAD/CAM 操作人材育成」「IBM Bluemix

および SoftLayer 操作研修」「運転者管理クラ

ウドサービスの機能向上のための人材育成」な

ど多岐に渡り、それぞれのテーマに応じた専門

家に県内外から赴いて 5 日間程度指導してい

ただき、各事業者のスキル向上を図りました。 

県内事例⑪ 『県内高専生との「ハッカソン」開催』 ㈱ＦＩＸＥＲ（津市） 

 

        

 ㈱ＦＩＸＥＲは、平成 21 年に東京で設立さ

れ、Microsoft Azure のフルマネージドサービ

スを提供するベンチャー企業です。平成 27 年

10 月に、本社機能移転促進補助金の第 1 号適

用案件に認定され、津市に開発拠点として「Ｆ

ＩＸＥＲクラウドセンター」を設立しました。 

 また、津市に進出後、初のイベントとして、

平成 27 年 11 月、鳥羽商船高等専門学校の学生

を対象に、2 日間にわたりクラウドを活用した

「ハッカソン」を開催。チームごとに 機械学

習ツール「Azure Machine Learning」を活用

したアプリケーションやシステムの考案、試作

を行いました。 

県の取組⑪ 三重県プロフェッショナル人材戦略拠点事業 

平成 27 年 12 月 1 日、「三重県プロフェッシ

ョナル人材戦略拠点」を公益財団法人三重県産

業支援センター内に設置し、地域の中小企業に

対し、新事業や新たな販路の開拓など、「攻め

の経営」や経営改善への意欲を喚起するととも

に、その際必要となるプロフェッショナル人材

の確保ニーズに対しては、民間人材紹介事業者

と連携して、マッチングをサポート、フォロー

アップしています。 

 企業への個別訪問やセミナーの開催、金融機

関・経済団体等と連携した協議会の開催等によ

り、成約実績に結び付いている状況です。 

県の取組⑫ 
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（２）基盤強化 

 【公衆無線ＬＡＮ】 

  〇外国人旅行者や国内の旅行者、地域住民が無料で利用できる公衆無線 LAN サービス

「Ｆｒｅｅ ＷｉＦｉ－ＭＩＥ」の設置エリアの拡大に取り組みます。（県の取組⑬） 

                                 ＜海外誘客課＞ 

 【ビッグデータ】 

  〇県及び市町職員に対するＲＥＳＡＳ（リーサス、地域経済分析システム）を活用する

ための研修の実施、県民等に対するＲＥＳＡＳの普及啓発や政策立案のための分析支

援に取り組みます。（県の取組⑭）                 ＜企画課＞ 

 

 【オープンデータ】 

  〇三重県の行政情報を有効に活用できるよう、積極的に「三重県オープンデータライブ

ラリ」のデータの充実を推進するとともに、県内市町と情報共有しながら、県内への

周知活動など利活用の推進に取り組みます。（県の取組⑮） 

                         ＜エネルギー政策・ＩＣＴ活用課＞ 

                               ＜情報システム課＞ 

 【セキュリティ】 

  ○ＩＣＴの急速な進化と普及に伴い、県民あるいは企業がサイバー空間の脅威にさらさ

れている中、産学官が一体となって、安全かつ活力あるサイバー空間の実現に取り組

みます。（県の取組⑯） 

                             ＜サイバー犯罪対策課＞ 

  （県内事例⑫）伊勢志摩サミットでのサイバー攻撃からの防御 ㈱ＦＩＸＥＲ（津市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆｒｅｅ ＷｉＦｉ－ＭＩＥ の取組 

 Free WiFi-MIE の設置事業は、外国人旅行者等の通信環

境における利便性向上を目的に、平成 24 年度から開始し、

平成28年8月末時点で1,300ヶ所以上に設置されています。 

観光地など公衆無線 LAN サービスのニーズが高い場所を

中心に、SSID（アクセスポイントの識別名）とロゴを統一

したアクセスポイントを設置しています。 

RESAS 研修 

RESAS とは、地域経済に関する様々なビッグデー

タ（産業、人口、観光、農業等）をわかりやすく「見

える化（可視化）」し、地方創生の取り組みを情報面

から支援するため、国が提供しているシステムです。 

県では、この RESAS の普及及び活用を図るため、

平成 28 年度は、国の交付金を活用し、RESAS の活

用に関する県職員研修を２回、市町職員研修を８回、

合計 10 回実施しました。 

県の取組⑬ 

県の取組⑭ 
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「三重県オープンデータライブラリ」 

オープンデータとは、データを機械判読に適した

形式で、営利目的も含めた二次利用が可能なルール

で公開することです。 

公共データをオープンデータ化することで、行政

の透明性や、県民サービスの向上のほかに、他のデ

ータとの組み合わせによる新たなサービスの創出

などが期待されています。 

そこで、県では平成 27 年 2 月に「三重県オープ

ンデータライブラリ」を開設し、県保有データのオ

ープンデータ化に取り組んでおり、今後は、登録デ

ータの数を増やしていくことで、オープンデータの

利活用などの取組を促進していきます。 

サイバーセキュリティの確保に向けた産学官連携

の推進 

の概要 

県内事例⑫ 
『伊勢志摩サミットでのサイバー攻撃からの防御』 ㈱ＦＩＸＥＲ（津市） 

 県では、「伊勢志摩サミット」開催に向けて

増加するサイトへのアクセスや、サイバー攻撃

に対応するため、㈱ ＦＩＸＥＲからの提案を

受け、県の公式 HP 配下にあったサミットのサ

イトをMicrosoft Azure上に切り出して運用す

る手法を採用しました。 

 これにより、既存の HP の仕組みに手を加え

ず、費用の発生を抑えることができるととも

に、セキュリティ対策も会期が迫ってサイバー

攻撃の脅威が高まる時期に合わせて、一時的に

機能を強化するといった柔軟な運用も可能と

なりました。 

 実際に、開催日直前の 5 月 25 日には通常の

約 10 倍のアクセス数があり、サイバー攻撃も

複数受けましたが、幾重にも構築したセキュリ

ティ対策により、実質的な被害には至りません

でした。 

県の取組⑯ 

県の取組⑮ 

警察本部では、産学官が連携してサイバーセキュリ

ティに関する情報を収集、共有するとともに、集約さ

れた情報などに基づいて対処方策などを検討し、その

結果を県民に還元する枠組みの構築に向けた取組をし

ています。 

同枠組みには、県内の行政機関や教育機関や民間団

体等のほか、高度な知見を有する民間企業などの参画

を呼び掛けることとしており、参画するそれぞれの組

織が保有する情報や対応のノウハウなどの収集・分析

を行い、被害防止のための研修や、広報啓発などの形

で県民に提供することを予定しています。 
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Ⅳ 社会的課題の解決 

 

 

 

 

 

 

 

目標項目 
平成２７年度 

（現状値） 

平成２８年度 

（見込） 

平成３１年度 

（目標値） 

統合型医療情報データベースを活用した

製薬企業等との共同研究契約の締結件数 

（累計） 

― ― ２件 

〔目標項目の説明〕 

 匿名化された医療情報の活用による、医薬品の有効性や安全性評価、医療機器開発等を

目的とした製薬企業等との共同研究契約の締結件数 

目標項目 
平成２７年度 

（現状値） 

平成２８年度 

（見込） 

平成３１年度 

（目標値） 

ドローンを活用した取組件数（累計） ― ４件 ４０件 

〔目標項目の説明〕 

 ドローンの活用による地域課題解決や産業活性化等に向けた取組件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 農林水産、ヘルスケア、地域交通、エネルギーなどの分野で、社会的な課題やニーズが

あるにも関わらず、従来ではビジネスとして成立することが困難であったものについて、

進歩したＩＣＴを活用して可能とする取組や、少子高齢化や人口減少など各産業・企業が

共通で抱える課題について、ＩＣＴを活用して解決する取組など、地域産業の活性化につ

ながる取組を支援します。 



３６ 

 

（１）農林水産 

 ○県では、三重茶農業協同組合と連携して、ＩＣＴを活用した生産茶葉のトレーサビリ

ティに取り組みます。（県の取組⑰） 

                                ＜農産園芸課＞ 

  〇食のバリューチェーン構築に向けたビッグデータ分析人材育成事業では、ＩＣＴに関

心の高い生産事業者に、生産物のビッグデータを活用して管理する方法を個別指導し

ます。また、セミナーや養成講座も開催します。 

                                        ＜フードイノベーション課＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       （モバイル操作画面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          （情報の流れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴを活用したトレーサビリティの導入（三重茶農協） 

県では、平成２８年３月に三重茶

農業協同組合との連携により、「伊

勢茶トレーサビリティシステム」を

開発しました。 

このシステムは、茶農家の皆さん

が、スマートフォンやタブレットか

ら、圃場位置の自動入力、農薬散布

や肥料投入などの作業履歴を簡単

に入力することができ、それを三重

茶農業協同組合が一元管理するこ

とで、流通販売事業者や消費者の方

からの問い合わせ等に対応するこ

とができます。 

 また、生産履歴を適切に記録・保

存することで、産地におけるＪＧＡ

Ｐの認証取得を容易にしています。 

 産地レベルでの導入としては「全

国初」であり、伊勢茶の安全・安心

の確保、伊勢茶ブランドの確立につ

ながるものとして、大いに活用が期

待されるとともに、今後は県域での

取組拡大、東京オリンピック・パラ

リンピックでの活用を目指したＪ

ＧＡＰの認証取得の促進、ビックデ

ータの活用による生産性向上技術

の開発等に取り組んでいきます。 

県の取組⑰ 
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（２）ヘルスケア 

  ○県内中核病院の医療情報を収集し、分析する「統合型医療情報データベース」を活用

した画期的な医薬品・医療機器を創出するため、大学・医療機関と企業による共同研

究の推進に取り組みます。 

  ○ＩＣＴを活用した疾病予防、健康管理や生活支援に関する製品・サービスを創出する

ため、企業間マッチングや医療・福祉現場での実証などに取り組みます。 

＜ライフイノベーション課＞ 

  （県内事例⑬）健康管理アプリの入ったタブレットの導入によるアクティブシニアの活

躍の場づくり                シャープ㈱等（亀山市） 

  （県内事例⑭）ＩＣＴを用いた介護事業での新たな取組 

(有)イトーファーマシー（鈴鹿市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   「亀山ＱＯＬ支援モデル事業」体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              タブレット端末 

 

 

県内事例⑬ 『健康管理アプリの入ったタブレットの導入によるアクティブシニア

の活躍の場づくり』           シャープ㈱等（亀山市） 

 シャープ㈱では、県および亀山市、

参加団体 5 社と共同で、亀山市シルバ

ー人材センターと連携し、高齢者向け

の健康管理・生活支援サービスを提供

する「亀山ＱＯＬ支援モデル事業」を

平成 27 年 9 月から亀山市在住の高齢

者を対象に実施しています。 

 本モデル事業は、平成 27 年度の経

済産業省公募委託事業「健康寿命延伸

産業創出推進事業」に応募し採択され

たもので、参加者は毎月の利用料金を

負担することにより、配布されたタブ

レット端末を介して自身の健康管理

や健康相談サービス、買い物などの生

活支援サービスの提供を受けること

ができます。 

 また、参加者の継続的なサービス利

用を促進するため、亀山市シルバー人

材センターの会員が生活支援サポー

ターとして高齢者をフォローするほ

か、毎月の月例会を開催して、楽しみ

ながらタブレットの活用を学ぶなど、

タブレット端末を介して人と人をつ

なぐ仕組みも構築しています。 

 現在会員は 90 名を超え、参画する

企業も拡大しながら新たなサービス

の導入など取組の拡大を図っていま

す。 
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（３）地域交通 

  〇三重県内公共交通機関（鉄道、路線バス、コミュニティバス、船舶）の時刻情報や乗

継情報などをインターネットで一元的に検索できるようにする、「三重県公共交通ネ

ットワーク見える化プロジェクト」に取り組みます。（県の取組⑱） 

  〇ＧＰＳを活用し、路線バスやコミュニティバスの運行状況や遅延情報などを、携帯端

末で確認できたり、バス停に掲示したりするバスロケーションシステムの普及に取り

組みます。 

                                 ＜交通政策課＞ 

  〇産学官が連携して幹線道路、バス停、駅などから自宅までを結ぶ短距離交通（ラスト

ワンマイル交通）の自動運転における取組を支援します。 

                         ＜エネルギー政策・ＩＣＴ活用課＞ 

（４）エネルギー 

  〇スマートコミュニティの構築に向けた計画づくりの支援や、スマートメーターや

EMS(Energy Management System)の導入など、エネルギーの効率的利用に関する

普及啓発に取り組みます。 

  ○HEMS による、電力データを活用した新たなサービスモデルの情報発信や計画づく

りを支援します。（県の取組⑲） 

  〇国の補助金等を活用し、BEMS、FEMS など、ビルや工場等での電力見える化の導

入を支援します。 

                         ＜エネルギー政策・ＩＣＴ活用課＞ 

県内事例⑭ 『ＩＣＴを用いた介護事業での新たな取組』 

(有)イトーファーマシー（鈴鹿市） 

（有）イトーファーマシ

ーでは、被介護者の食事、

入浴等の生活行為を、ひと

りで「できる」「できない」

などで分析し標準化。介護

の報告を簡易化するととも

に、それを現場から直接入

力しレセプト請求に連動さ

せるシステムを自社開発。

さらに、蓄積されたデータ

を分析し、介護サービスの

評価を示す指標としていま

す。 

 これにより、ヘルパーの

仕事の質が向上し、利用者

の満足度も高まっており、

業務効率化の成果として、

残業０、離職者０を実現。

収益も約１０％改善してい

ます。 
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「三重県公共交通ネットワーク見える化プロジェクト」 

 

国、県、市町、公共交通機関などで構成され

る三重県生活交通確保対策協議会では、三重県

内の公共交通の利便性向上を目的として、イン

ターネットを通じたバス路線等の乗り継ぎ情

報の掲載率向上及びサービス普及に取り組ん

でいます。 

具体的には、三重県内の公共交通事業者やコ

ミュニティバスを運行する市町に対して、イン

ターネットサービスを提供するコンテンツプ

ロバイダにデータ提供の働きかけを行うとと

もに、必要なデータが未整備の市町について

は、データ作成マニュアル等を提供して、デー

タを作成する支援を行っています。 

 平成２８年度末までに、公共交通事業者は３

社以上のコンテンツプロバイダに、コミュニテ

ィバスを運行する市町は２社以上のコンテン

ツプロバイダに時刻情報を提供することを目

標に取り組んでいます。 

 

HEMS 導入のための実証事業 

 県では、ＫＤＤＩ（株）が国の「大規模ＨＥ

ＭＳ情報基盤整備事業」（平成 26～27 年度）

に採択されたのを受け、事業のＰＲ等の支援を

行うため、平成 26 年 9 月に、桑名市・ＫＤＤ

Ｉ（株）との三者で、同事業の推進に関する協

定を締結しました。 

同事業は、「陽だまりの丘」を中心とした桑

名市内（一部四日市市でも実施）の 3,500 世帯

を対象にＨＥＭＳを導入し、省エネを図るとと

もに、電力データを利活用した新たなビジネス

モデルの実証を行うもので、平成 27 年 5 月か

ら開始されたサービスでは、電力の「見える化」

とともに、電子回覧やお得情報の配信などが行

われました。 

また国が行ったアンケートでは、提供した全

てのサービスにおいて、利用したモニターの半

数程度以上が満足しており、特に見える化サー

ビスは当初の期待・サービスの満足度とも他サ

ービスと比較して高評価という結果でした。 

今後は、今回得られた電力データを分析する

ことで、より幅広い分野で活用が期待されま

す。 

県の取組⑲ 

県の取組⑱ 
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（５）先進自治体との連携 

  〇１１市１県で構成する「オープンガバメント推進協議会」へ参画し、先駆的なオープ

ンデータの取組を進める他自治体との情報交換に取り組みます。（県の取組⑳） 

  ○ＩｏＴ推進ラボへ参画し、ＩｏＴを活用したいというニーズや課題がある県内企業と

ベンダー企業などとのマッチング、具体的なプロジェクトの構築や実証に向けた支援、

人材育成を産学官の協創により行います。 

                         ＜エネルギー政策・ＩＣＴ活用課＞ 

  〇ＩＣＴ活用で先行する会津若松市、さらにはオランダとの連携に向け、情報交換及び

ＩＣＴ及びビッグデータを活用したスマート農業に関するセミナーを開催します。 

                           ＜フードイノベーション課＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   感染症流行警告アプリ「ワーンニング」 

 

（６）ドローンの活用推進 

  ○空の産業革命とも言われ、多目的な用途に使用可能なドローンの活用を推進すること

により、行政サービスの向上や効率化、地域課題解決や産業活性化を図ります。 

（県の取組㉑）＜エネルギー政策・ＩＣＴ活用課＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オープンガバメント推進協議会 

オープンガバメント推進協議会は、オープンデータ・

ビッグデータの具体的活用方法の検討や推進などを目

的とし、平成 25 年度より活動する団体で、県も平成 26

年度より加入し、現在は 12 県市が参画しています。 

協議会では、市民サービスの向上や産業振興に資する

ビッグデータ・オープンデータの活用を進めており、協

議会のアプリケーションコンテストで大賞を獲得した

感染症流行警告アプリ「ワーンニング」を開発し公開す

るなど、オープンガバメントの推進を図っています。 

県の取組⑳ 

県の取組㉑ 

 県は、ドローンに関する先進的な運行・映像伝送

技術を持つ㈱ブイキューブロボティクス・ジャパン

と、ドローンを活用した地域活性化に関する包括協

定を、平成 28 年 11 月 30 日に締結しました。 

この協定は、両者が相互に連携してドローンの活

用に関する先進的な取組を実施することにより、地

域や行政の課題解決や新ビジネスの創出を図り、地

域の活性化につなげることを目的としています。 
［具体的な連携項目］ 

（１）ドローンの活用に向けた環境整備 

（２）防災・減災対策 

（３）県管理施設等の巡視・保守点検 

（４）違法な行為等に対する監視・警備 

（５）商工、観光、農林水産等の産業振興 

（６）ドローン活用に係る人材育成 

（７）その他、ドローンの活用により解決・効率化が見込

める地域や行政の課題への対応 

ドローンを活用した地域活性化に関する包括協定 
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Ⅴ 県による情報発信の強化 

 

 

 

 

 

 

目標項目 
平成２７年度 

（現状値） 

平成２８年度 

（見込） 

平成３１年度 

（目標値） 

県民等による県政情報の拡散件数 ―  123,000 件 

〔目標項目の説明〕 

 ソーシャルメディアに拡散されている情報から、県ウェブサイトにアクセスされた件数 

  ※みえ県民力ビジョン 第二次行動計画 

   行政運営５ 広聴広報の充実 

   基本事業４０５０１ 効果的な広聴広報機能の推進 の県の活動指標 

（１）ＳＮＳを活用した情報発信 

  〇三重テラス公式フェイスブックにて、イベント、商品、レストランメニュー等を情報

発信します。（週２～３回情報発信。８月１日時点の「いいね！」20,142 人） 

  〇関西圏では、ＬＩＮＥ（４９７人３月末現在）、フェイスブック等を活用し、関西圏

でのイベント情報など、旬の情報を発信します。 

                            ＜三重県営業本部担当課＞ 

  〇三重県の観光情報をフェイスブック、ツイッター等ＳＮＳで国内外に情報発信します。 

                                 ＜観光誘客課＞ 

＜海外誘客課＞ 

  〇「みえ食旅パスポート」の取組の一環として、ＳＮＳを活用して、三重県の食の魅力

を発信します。（県の取組㉒） 

＜観光誘客課＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

三重テラス公式フェイスブック                  三重県の観光情報（ツイッター） 

 

 

 スマートデバイス（スマートフォン、タブレット端末）が急速に普及し、ＳＮＳを活用

した双方向のコミュニケーション、それをもとに形成される多様なコミュニティが生まれ

ています。また、画像、動画を活用した、感性に訴える情報の発信が進展しています。 

 このため、ユーザー数の多い事業者等と連携を図りながら、ＳＮＳや動画を活用し、企

業活動の活性化につながるような情報の効果的な発信に取り組みます。 
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（２）ホームページ、メールマガジンでの情報発信 

  〇三重県の観光情報を三重県観光連盟のホームページ、遊び・体験予約サイト「アソビ

ュー」等で情報発信します。 

                                 ＜観光誘客課＞ 

  〇「三重の応援団」に入会された方に対して、三重テラスより、イベント情報等をメー

ルマガジン等で発信します。 

                            ＜三重県営業本部担当課＞ 

（３）その他 

  ○三重テラスのパンフレット等でＱＲトランスレーターを使用します。 

                            ＜三重県営業本部担当課＞ 

  ○全国で初めて、都道府県と「トリップアドバイザー」が連携した特設サイトを設置し

ました。 

                                 ＜海外誘客課＞ 

  〇「三重県広聴広報アクションプラン」に基づき、県ウェブシステムやソーシャルメデ

ィアによる効果的な情報発信が行えるよう、各部局への支援を行います。 

                                 ＜広聴広報課＞ 

 

  （県内事例⑮）スマートフォンＡＲアプリ「かざすＣＩＴＹ伊勢」 

伊勢商工会議所（伊勢市） 

  （県内事例⑯）伊勢志摩サミットでの「Ｐｅｐｐｅｒ」による三重県の魅力発信（サミ

ット協賛事業）                ソフトバンク㈱（東京都） 

 

 

 

 

 観光客の皆さんに、三重県の素晴らしい

「食」の魅力に触れていただきながら、県

内の周遊・滞在を楽しんでいただくため、

平成 28 年 6 月から「みえ食旅パスポート」

を実施しています。 

その取組の一環として、Twitter、

Instagram を活用し、三重で食べて「美

味しかった！」「また食べたい！」と感じ

た食の思い出がつまった写真や動画にハ

ッシュタグ「＃みえ食旅」をつけて応募す

るキャンペーンを実施しました。 

平成 28 年 6 月 30 日から平成 29 年 1

月 31 日まで募集したところ、8,252 件の

投稿がありました。 

県の取組㉒ 「＃みえ食旅」ＳＮＳ写真投稿キャンペーン 
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スマートフォンＡＲアプリ「かざすＣＩＴＹ伊勢」 

伊勢商工会議所（伊勢市） 

県内事例⑮ 

伊勢商工会議所では、平成 24

年に伊勢市と協働で、多言語対応

のアプリ「かざすＣＩＴＹ伊勢」

を構築しました（対応言語：英

語・中国語(繁体字・簡体字）・韓

国語）。（制作：㈱メディアコア） 

 「かざすＣＩＴＹ」とはＡＲ（拡

張現実）機能を使用して地域の観

光情報やイベント情報を取得で

きるスマートフォンアプリで、現

在「かざすＣＩＴＹ」は、近隣地

域での連携が進んでおり（伊勢

市、松阪市、鳥羽市、志摩市、尾

鷲市、熊野市、明和町、紀北町）、

アプリのダウンロードは無料と

なっています。 

県内事例⑯ 伊勢志摩サミットでの「Ｐｅｐｐｅｒ」による三重県の魅力発信（サ

ミット協賛事業）            ソフトバンク㈱（東京都） 

 平成 28 年 5 月に志摩市で開催

された G7 伊勢志摩サミットで

は、ソフトバンク(株)の協賛によ

り、感情認識ヒューマノイドロボ

ット「Pepper」が、三重県の観光

情報などの魅力発信を積極的に

行いました。 

 平成 28 年 2 月には、「Pepper」

が“三重県臨時職員”として入庁

し、入庁式で伊勢音頭を披露する

ことで多くのメディアの関心を

三重県に集めました。また、サミ

ット開催時には国際メディアセ

ンター(IMC)内の三重情報館にお

いて、各国首脳夫人や国内外メデ

ィアに日本語と英語を交えたコ

ミュニケーションで観光情報な

どの三重県の魅力発信を行い、大

変好評を得ました。 
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（参考） 「みえ産業振興戦略」７つの戦略とＩＣＴに関する５つの取組方針の関係 

みえ産業振興戦略 三重県ＩＣＴによる産業活性化推進方針 

【戦略１】新たな県の成長を導く産業の創出・育成 

 ・航空宇宙産業の振興 
 ・「食」の産業振興 
 ・環境・エネルギー関連産業の振興 
 ・次世代エネルギー産業の振興に向けた取組 
 ・「ライフイノベーション」の更なる推進 

【取組方針】 

 Ⅰ 先導的な企業・取組の推進（Ｐ１９） 

  (1)先導的な取組の促進 

  (2)財政的な支援 

  (3)技術的な支援 

 Ⅱ 事業者のＩＣＴ活用支援（Ｐ２４） 

  (1)知見の共有 

  (2)販路拡大 

  (3)品質サービス・生産性向上 

 Ⅳ 社会的課題の解決（Ｐ３５） 

  (1)農林水産 

  (2)ヘルスケア 

  (4)エネルギー 

【戦略２】ものづくり戦略 

 ・航空宇宙産業の振興（再掲） 
・北勢地域における新たなものづくり戦略の展開 

 ・四日市コンビナートの活性化に向けた取組 
 ・ものづくり中小企業の高付加価値化に向けた支援

の充実 
 ・県工業研究所によるものづくり企業への支援 

【取組方針】 

 Ⅰ 先導的な企業・取組の推進（Ｐ１９） 

  (1)先導的な取組の促進 

  (2)財政的な支援 

  (3)技術的な支援 

 Ⅱ 事業者のＩＣＴ活用支援（Ｐ２４） 

  (1)知見の共有 

  (3)品質サービス・生産性向上 

  (4)人材育成 

 Ⅲ 人材の育成と基盤強化（Ｐ２７） 

  (1)人材育成 

  (2)基盤強化 
 

【戦略３】サービス戦略 

 ・三重県観光の持続的な発展 
 ・「食」の産業振興（再掲） 
 ・ＩＣＴ・ビッグデータ等の利活用の促進 

【取組方針】 

 Ⅰ 先導的な企業・取組の推進（Ｐ１９） 

  (1)先導的な取組の促進 

  (2)財政的な支援 

  (3)技術的な支援 

  (4)スタートアップ支援 

 Ⅱ 事業者のＩＣＴ活用支援（Ｐ２４） 

  (1)知見の共有 

  (2)販路拡大 

  (3)品質サービス・生産性向上 

  (4)人材育成 

 Ⅲ 人材の育成と基盤強化（Ｐ２７） 

  (1)人材育成 

  (2)基盤強化 

 Ⅳ 社会的課題の解決（Ｐ３５） 

  (1)農林水産業 

  (5)先進自治体との広域連携 

  (6)ドローンの活用推進 

 Ⅴ 県による情報発信の強化（Ｐ４１） 

  (1)ＳＮＳを活用した情報発信 

  (2)ホームページ、メールマガジンでの情報発信 

  (3)その他 
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【戦略４】さらなる県内への投資促進 

 ・付加価値創出に向けた企業誘致の推進 
 ・外資系企業による対内投資の促進に向けた取組の

強化 
 ・操業環境の向上に向けた取組 

【取組方針】 

 Ⅰ 先導的な企業・取組の推進（Ｐ１９） 

  (2)財政的な支援 

【戦略５】中小企業・小規模企業振興 

 ・「三重県中小企業・小規模企業振興条例」に基づく

支援策の充実と中小企業・小規模企業への更なる

浸透 
 ・「みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会」の地

域の課題解決に向けた取組 
 ・伝統産業・地場産業の新たな価値の提案 

【取組方針】 

 Ⅰ 先導的な企業・取組の推進（Ｐ１９） 

  (1)先導的な取組の促進 

  (2)財政的な支援 

  (3)技術的な支援 

  (4)スタートアップ支援 

 Ⅱ 事業者のＩＣＴ活用支援（Ｐ２４） 

  (1)知見の共有 

  (2)販路拡大 

  (3)品質サービス・生産性向上 

  (4)人材育成 

 Ⅲ 人材の育成と基盤強化（Ｐ２７） 

  (1)人材育成 

  (2)基盤強化 

【戦略６】ひとづくり（人材の育成・確保） 

 ・産業界のニーズに応じた人材の育成 
 ・経営人材の育成・確保 
 ・次世代を担う若者の就労支援 
 ・多様な働き方の推進 

【取組方針】 

 Ⅱ 事業者のＩＣＴ活用支援（Ｐ２４） 

  (4)人材育成 

 Ⅲ 人材の育成と基盤強化（Ｐ２７） 

  (1)人材育成 

【戦略７】域外（国内外）ネットワークの構築・活用 

 ・三重県の戦略的な営業活動 
 ・国際展開の推進（「みえ国際展開に関する基本方 

針」に基づく取組） 
 ・交通インフラ整備の進展をふまえた取組 

【取組方針】 

 Ⅳ 社会的課題の解決（Ｐ３５） 

  (3)地域交通 

 Ⅴ 県による情報発信の強化（Ｐ４１） 

  (1)ＳＮＳを活用した情報発信 

  (2)ホームページ、メールマガジンでの情報発信 

  (3) その他 
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参考資料 

１ 三重県ＩＣＴによる産業活性化推進方針（仮称）外部検討委員名簿 

氏名 所属/職 

鶴岡 信治 国立大学法人三重大学 

理事・副学長（研究担当） 

福田 秀幸 シスコシステムズ（同） 

東海法陸システムズエンジニアリング ＳＥマネージャー 

伊藤 登代子 ㈱キャリア・プレイス 

代表取締役 

伊藤 美知 ㈲イトーファーマシー 

取締役 

大倉 秀久 ㈱日本ワイドコミュニケーションズ 

執行役員 

岡安 宣彦 

（委員任期：平成 28 年 8 月 29 日～12 月 13 日） 

三重交通グループホールディングス㈱ 

企画室 課長 

田中 正彦 

（委員任期：平成 28 年 12 月 14 日～） 

木場本 真一 西日本電信電話㈱ 

ビジネス営業部 三重営業部門ビジネス営業担当課長 

滝川 充 ㈱百五銀行 

地域創生部 課長 

田鎖 美穂 ㈱ＦＩＸＥＲ 

ジェネラルマネージャー 

辻橋 英延 ㈱サンエル 

代表取締役社長 

長谷川 俊男 （公財）三重県産業支援センター 

プロジェクトリーダー 

東 城 ㈱ディーグリーン 

代表取締役 

房延 潤一 ㈱リブネット 

企画営業 主任 

松本 一善 日本マイクロソフト㈱ 官公庁・医療事業統括本部 

パートナーソリューション本部 本部長 

横山 浩史 東 海運㈱ （ＡＺＵＭＡ ＦＡＲＭ 三重） 

経営戦略部アグリ事業推進チーム サブリーダー 
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２ 国の動向 

 （１）ＩＴ総合戦略本部の設置と世界最先端国家創造宣言 

  国では、平成１３年１月に、「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」を施行する

とともに、「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部」（ＩＴ総合戦略本部）を設置し、

高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を推進してきました。 

さらに、平成２５年６月より新たなＩＴ戦略（世界最先端ＩＴ国家創造宣言）を閣議決

定し、特定した重点分野（電子行政、新産業、農業、医療・健康、防災・減災、道路交通、

人材育成、規制制度改革、マイナンバーの９分野）における取組や進捗状況の評価、戦略

の見直し等を行っています。 

 

 （２）未来投資会議の設置とＩｏＴ推進コンソーシアムでの取組 

  また、我が国経済の再生に向け、平成２４年１２月に日本経済再生本部を設置し、成長

戦略の策定に向けた具体的な議論が行われる中、平成２８年６月に閣議決定された「日本

再興戦略２０１６」で、今後の生産性革命を主導する最大の鍵とされた「第４次産業革命」

を推進する司令塔として、平成２８年９月に「未来投資会議」が設置されました。 

一方、ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩ時代に対応し、企業・業種の枠を超えて産官学で利

活用を促進するため、民主導の組織として、平成２７年１０月に「ＩｏＴ推進コンソーシ

アム」が設立され、技術開発、利活用、政策課題の解決に向けた提言等が行われています。 

その中の下部組織である「先進的モデル事業推進ＷＧ」（ＩｏＴ推進ラボ）では、個別

のＩｏＴプロジェクトを発掘・選定するため、企業連携・資金・規制の面からの支援とと

もに、大規模社会実装に向けた規制改革等の環境整備が行われています。今後は短期的・

中長期的なプロジェクトとそれらを生み出す企業連携支援を定期的に実施するとともに、

この活動を、 地方やグローバルにも展開し、地方発のプロジェクト創出や、グローバル

企業との連携等も推進していきます。 

＜ＩｏＴ推進コンソーシアムの概要＞ 
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＜ＩｏＴ推進ラボの概要等＞ 
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３ 参考データ 

 ◎ＩＣＴ投資を活かすための取組状況 

 

 ＩＣＴ投資をより活かし、生産性向上につなげるための取組についてみると、「自社内組

織の見直し」が全体の 4 割程度と最も高く、次いで「他社との協業や連携等体制の見直し」

や「ＩＣＴ人材の育成」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴ投資を活かすための取組状況 
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 ◎企業の投資に占めるＩＣＴ投資 

 

企業投資に占めるＩＣＴ投資についてみると、商業・流通業やサービス業におけるＩＣ

Ｔ投資比率の水準が低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業の投資に占めるＩＣＴ投資（業種別） 
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 ◎企業におけるデータの利活用の対象 

 

 データ利活用の対象についてみてみると、特に今後は「アフターサービス」における活用

が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業におけるデータの利活用の対象 
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 ◎ＩＣＴに係る重視度・期待度と効果 

 

 企業から見たＩＣＴの貢献について、「業務効率の向上」が重視度・期待度、取組の効果

ともに高く、「人材のスキル向上」は重視度・期待度は低いが、取組の効果は高い。 

一方、「既存市場の売上の向上」や「新規市場の売上の向上」は、重視度・期待度が高い

ものの「業務効率の向上」に係る効果と比べると低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴに係る重視度・期待度と効果 
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 ◎ＩＣＴに対する重視度・期待度と効果のギャップ（業種別） 

 

 ＩＣＴに対する重視度・期待度と効果とのギャップについて、業種別に比較してみると、 

特に「新規市場の売上の向上」に関しては、全業種にわたってギャップが大きく、効果が十

分に表れていない。 

 また、「業務効率の向上」については、前ページの「ＩＣＴに係る重視度・期待度と効果」

では、全体平均で重視度・期待度と効果がマッチしている傾向がみられたものの、業種別で

みると、「製造業」や「商業・流通業」においては高いが、その他業種では効果に見合って

いない。 

また、「技術開発力の向上や基準・規格への対応」については、全業種にわたって重視度・

期待度以上の効果が表れている。 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴに対する重視度・期待度と効果のギャップ（業種別） 
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 ◎就労者におけるデジタルファブリケーションの認知度及び実施意向 

 

 日本の就労者の約 7割がデジタルファブリケーションについて「ほとんど聞いたことがな

い」と回答したのに対して、米国の就労者でデジタルファブリケーションについて「ほとん

ど聞いたことがない」と回答した人は 35.6%にとどまり、日米で認知度に約 2倍の差。 

 また、米国の就労者の 5割以上がデジタルファブリケーションを「実施してみたい」と回

答したのに対して、日本の就労者でデジタルファブリケーションを「実施してみたい」と回

答した人の割合は、米国の半分以下の約 2割に留まる。 

 

 

 

 ※デジタルファブリケーションとは・・・ 

  デジタルデータをもとに創造物を制作する技術。３Ｄスキャナーや３Ｄ ＣＡＤなどの

測定機械により、自分のアイデアや個人の身体データ等をデジタルデータ化した上で、そ

のようなデジタルデータを３Ｄプリンターやレーザーカッターなどのデジタル工作機械

で読み込んで造形すること。 

  （デジタルファブリケーション機器等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就労者におけるデジタルファブリケーションの認知度及び実施意向（日米） 
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４ 用語解説 

≪はじめに≫ 

ＩＴ 

 Information Technology の略で、情報技術と訳されます。コンピュータのハードウェア、

ソフトウェア、それらをインフラとした各種サービスなど、情報処理に関する技術を幅広く

意味します。 

ＩＣＴ 

 Information and Communications Technology の略で、情報通信技術と訳されます。 

ＩＴの普及によりネットワークが広がったことを、コミュニケーションという用語で強調し

ています。 

ＩｏＴ 

 Internet of Things の略で、「あらゆるものがインターネットがつながること」を意味

しています。近年のパソコン、スマホなどの端末だけでなく、製造用機械、各種センサー、

車、時計、衣服、エアコンなど、あらゆるものがインターネットにつながり、データが活用

される状況を表しています。 

スマートフォン 

 従来の携帯電話端末の有する通信機能等に加え、高度な情報処理機能が備わった携帯電話

端末です。インターネットの利用を前提としており、携帯電話の無線ネットワーク（回線等）

を通じて音声通信網及びパケット通信網に接続して利用するほか、無線ＬＡＮに接続して利

用することも可能です。 

ＳＮＳ 

 Social Networking Service(Site)の略で、インターネット上で友人を紹介しあって、

個人間の交流を支援するサービス（サイト）のことです。 

人工知能（ＡＩ） 

 人工的にコンピュータ上などで人間と同様の知能を実現させようという試みやそのため

の一連の基礎技術のことです。 

ウェアラブル（ウェアラブル・コンピュータ、ウェアラブル・デバイス） 

 常時、直接身に付けて利用する、小型コンピュータ製品を指します。コンピュータ部分を

別構造にし、本体は極薄軽量のセンサー部分のみ、といったタイプもあり、その形状は腕時

計型・メガネ型など、多岐にわたります。 

ビッグデータ 

 利用者が急激に拡大しているソーシャルメディア内のテキストデータ、携帯電話・スマー

トフォンに組み込まれたＧＰＳ（全地球測位システム）から発生する位置情報など膨大なボ

リュームのあるデータ群を指します。 
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第４次産業革命 

 蒸気機関等で生産性を飛躍的に高めた「第１次産業革命」(１８世紀から１９世紀)、電力

を使った大量生産方式が導入された「第２次産業革命」（２０世紀初頭）、コンピュータ等の

導入で生産工程の自動化が進んだ「第３次産業革命」（１９７０年代）に続く、ＩｏＴやＡ

Ｉ等の導入による、生産・供給システムの自動化、効率化の劇的な産業の変革を指します。 

Ｗｉ－Ｆｉ 

 パソコンやテレビ、スマホ、タブレット、ゲーム機などのネットワーク接続に対応した機

器を、無線（ワイヤレス）でＬＡＮ（Local Area Network）に接続する技術のことです。 

ドローン（無人航空機） 

 無人で遠隔操作や自動制御によって飛行できる航空機の総称のことです。 

アプリケーション 

 パソコンで作動するソフトウェアのなかでも、メールソフトや表計算ソフトなど、特定の

目的を果たすためのソフトウェアです。パソコンの基本を支える OS（オペレーションソフ

ト、基本ソフト）や周辺機器を制御するドライバソフトなどと区別されます。 

 

≪第１章≫ 

フィーチャーフォン 

 スマートフォン以外の従来型携帯電話のことを指します。 

タブレット 

 ここでは、タブレットＰＣを指し、キーボードがなく画面をタッチして操作するコンピュ

ータのことをいいます。 

チャット 

 インターネットを利用して、リアルタイムで文字をタイプし、会話をすることです。 

ソーシャルゲーム 

 ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）上で提供されるゲームの総称で、「ソー

シャルネットワーキングサービスゲーム」ともいいます。 

クラウドコンピューティング（クラウド） 

 データサービスやインターネット技術等が、ネットワーク上にあるサーバー群（クラウド

（雲））にあり、ユーザーは今までのように自分のコンピュータでデータを加工・保存する

ことなく、どこからでも、必要な時に、必要な機能を利用することができる新しいコンピュ

ータネットワークの利用形態のことです。 

クラウドサービス 

 クラウドサービスは、従来は利用者が手元のコンピュータで利用していたデータやソフト

ウェアを、ネットワーク経由で、サービスとして利用者に提供するものです。利用者側が最

低限の環境（パソコンや携帯情報端末、Web ブラウザ、インターネット接続環境など）を用

意することで、どの端末からでも、さまざまなサービスを利用することができます。 

 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/security/glossary/02.html#ku03
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/security/glossary/05.html#ne02
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/security/glossary/11.html#w04
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サイバーフィジカルシステム（ＣＰＳ） 

 実世界（フィジカル空間）にある多様なデータをセンサーネットワーク等で収集し、コン

ピュータ・ソフトやコンピュータネットワークのように多数の人が利用できる仮想的データ

空間（サイバー空間）で大規模データ処理技術等を駆使して分析・知識化を行い、そこで創

出した情報・価値によって、産業の活性化や社会問題の解決を図っていくものです。 

デバイス 

インターネットにつながる「端末」という場合と、コンピュータシステムの中で特定の機

能を果たす装置で、ハードディスク・プリンター・マウスなどの周辺機器を指す場合があり

ます。 

ＩｏＴデバイス 

 ここでは「端末」という意味で、製造用機械、各種センサー、車、時計、衣服、エアコン

など、インターネットにつながるあらゆるものを指します。 

シーズ 

 企業が所有する事業化、製品化の可能性のある技術やノウハウなどを指します。 

テレマティクス(Telematics) 

 テレマティクスとは、テレコミュニケーション（Telecommunication：遠隔通信）とイン

フォマティクス（Informatics：情報学など）から作られた造語で、移動体に携帯電話など

の移動体通信システムを利用してサービスを提供することの総称です。一般的には、自動車、

輸送車両などへのサービス提供に対して使用され、現在のところ、各自動車会社が行う独自

のサービスが中心となっています。 

プラットフォーム 

 情報通信技術を利用するための基盤となるハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク事

業等やそれらの基盤技術のことです。 

センシング 

 必要な情報を用意された手法や装置を使用して収集することをいいます。 

スマート保安 

 故障や老朽化など施設・設備面での課題や、誤操作・誤判断などの運用・管理面での課題

に対応するため、ＩｏＴ・ビッグデータ等を活用し、企業の自主保安力の向上を図ることを

指します。 

協調領域化 

 開発対象のうち競争力強化につながらない基盤部分を、産学官あるいは関連業界が連携す

ることです。 

シェアリング 

 ここでは、カーシェアリングを指します。自動車を複数の個人会員や会社で共有し、1台

の車を複数の人が共同で使うことをいいます。 

スマートコミュニティ 

 地域社会がエネルギーを消費するだけでなく、つくり、蓄え、賢く使うことを前提に、地

域単位で統合的に管理する社会のことです。産業や社会生活の基盤となる住宅、施設、交通

https://kotobank.jp/word/%E3%82%BD%E3%83%95%E3%83%88-5385
https://kotobank.jp/word/%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%94%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%BF-67535
https://kotobank.jp/word/%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%94%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%BF-67535
https://kotobank.jp/word/%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF-6139
https://kotobank.jp/word/%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF-6139
https://kotobank.jp/word/%E3%83%8E%E3%82%A6%E3%83%8F%E3%82%A6-179023
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網、公共サービスなどがＩＴ（情報技術）を利用することで、環境負荷の少ない暮らし方が

実現します。 

暗黙知 

 長年の経験やノウハウ、直感、勘やイメージといった個人的な経験により得られる言語化

しにくい知識のことです。 

形式知 

 客観的にとらえることができ、かつ言葉や構造をもって説明、表現できる知識のことです。 

 

≪第２章≫ 

サイバー攻撃 

 コンピュータシステムやインターネットなどを利用して、標的のコンピュータやネットワ

ークに不正に侵入してデータの詐取や破壊、改ざんなどを行なったり、標的のシステムを機

能不全に陥らせたりすることです。 

 

≪第３章≫ 

ＬＡＮ 

 Local Area Network の略で、企業内・ビル内・事業所内等の狭い空間においてコンピュ

ータやプリンター等の機器を接続するネットワークのことをいいます。 

地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ） 

 地域経済に関する様々なビッグデータ（産業、人口、観光、農業等）をわかりやすく「見

える化（可視化）」し、地方創生の取り組みを情報面・データ面から支援するため、国が提

供しているシステムです。 

オープンデータ 

 インターネットなどを通じて誰でも自由に入手し、利用・再配布できるデータの総称です。

一般的に、政府・自治体・研究機関・企業などが公開する統計資料・文献資料・科学的研究

資料を指し、図画や動画などのデジタルコンテンツも含みます。 

スマートメーター 

 検針業務の自動化等を通じて、電気使用状況の見える化を可能にする電力量計です。スマ

ートメーターの導入により、電気料金メニューの多様化や社会全体の省エネ化への寄与、電

力供給における将来的な設備投資の抑制等が期待されています。 

ＥＭＳ（エネルギーマネジメントシステム） 

 Energy Management System の略で、情報通信技術を活用して、家庭・ビル・工場等のエ

ネルギー使用の管理・最適化を図るシステムのことをいいます。 

ＨＥＭＳ（ヘムス） 

 Home Energy Management System の略で、家庭内のエネルギー管理システム（家庭内の太

陽光発電設備、空調設備、照明設備等の電力使用量のモニターや制御を行うシステム）のこ
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とをいいます。 

ＢＥＭＳ（ベムス） 

 Building Energy Management System の略で、ビル内のエネルギー管理システム（ビル内

の配電設備、空調設備、照明設備、換気設備、ＯＡ機器等の電力使用量のモニターや制御を

行うためのシステム）のことをいいます。 

ＦＥＭＳ（フェムス） 

 Factory Energy Management System の略で、工場内のエネルギー管理システム（工場内

の配電設備、空調設備、照明設備、製造ラインの設備等の電力使用量のモニターや制御を行

うためのシステム）のことをいいます。 

ＡＲ（拡張現実） 

 現実の環境から視覚や聴覚、触覚などの知覚に与えられる情報を、コンピュータによる処

理で追加・削減・変化させる技術をいいます。 

ＱＲトランスレーター 

 携帯端末でコードを読み取ると、ユーザー端末の言語設定を認識して翻訳文を表示し、

看板や印刷物を簡単に多言語化できるシステムです。 

 


